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1) こうした会計観に基づいてわが国の会計制度や開示が企業行動に与える影響を国際的
な文脈から分析した文献として次を参照。K. Ito and M. Nakano, International




























時間軸で見ると、第 1の矢は2014年 2 月に金融庁から公表された「日本版
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